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リサイクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書 

添付書類の一部補正について 

 

令和４年１月２０日付けＲＦＳ発官３第２０号をもって申請し，令和４年

９月２０日付けＲＦＳ発官４第５号及び令和４年１０月２８日付けＲＦＳ発

官４第１１号をもって一部補正しましたリサイクル燃料備蓄センター使用済

燃料貯蔵事業変更許可申請書の添付書類を下記のとおり一部補正いたします。 

 

記 

 

リサイクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の添付書

類を別添１のとおり補正する。 
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添付書類四を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 

 

 

 

5. 地震 別紙１の記載に変更する。 

 

 

 

 

6. 津波 別紙２の記載に変更する。 

    

*を付した頁は，令和４年１０月２８日付けＲＦＳ発官４第１１号で一部補正の頁を示す。 

**を付した頁は，令和４年９月２０日付けＲＦＳ発官４第５号で一部補正の頁を示す。 

*4－5－1 

*4－5－45 
～ 

**4－6－1 

**4－6－8 
～ 
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5. 地震 

5.6 基準地震動 

5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

(2) 検討用地震の地震動評価 

ａ．プレート間地震 

(a) 基本モデルの設定 

プレート間地震の検討用地震として選定した「2011年東北地方太

平洋沖地震を踏まえた地震」については，地震調査研究推進本部

（2004）(34)及び諸井他（2013）(52)に基づき震源モデルを設定する。 

断層面の設定に当たっては，敷地前面の三陸沖北部の領域を含む

領域の連動を考慮し，「三陸沖北部～宮城県沖の連動」及び「三陸

沖北部～根室沖の連動」について，それぞれモデルを設定する。 

各領域におけるＳＭＧＡの位置については，モデル化する領域ご

とに諸井他（2013）と同様に，過去に発生した地震(34)(52)(53)を参照し

て地域性を考慮した位置に設定する。各領域のＳＭＧＡは，三陸沖

北部の領域では1968年十勝沖地震や1994年三陸はるか沖地震の発生

位置に，三陸沖中部以南の領域では地震調査研究推進本部（2012）(17)

のセグメントごとに１つずつ，十勝沖の領域では2003年十勝沖地震

の発生位置に，根室沖の領域では1973年根室半島沖地震の発生位置

よりも領域内において敷地に近い位置にそれぞれ配置する。三陸沖

中部以南の領域での設定に当たっては，既往の地震観測記録の再現

に関する入倉（2012）(54)の知見を参照する。 

ＳＭＧＡの面積は，諸井他（2013）に基づき断層面積に対する面

積比（以下「ＳＭＧＡ面積比」という。）が12.5％となるよう設定

する。 

別紙１ 
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ＳＭＧＡの短周期レベルは，諸井他（2013）に基づきＳＭＧＡ面

積比12.5％相当の地震モーメントと短周期レベルの関係を基本とし

ている。諸井他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積比12.5％相当の地震

モーメントと短周期レベルの関係は，第5.6－12図に示すように，

2011年東北地方太平洋沖地震の短周期レベルと整合することが確認

されている佐藤（2010）(55)のスケーリング則を上回っている。ここ

で，敷地に近く影響が大きいＳＭＧＡ１及びＳＭＧＡ２の短周期レ

ベルについては，1994年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）及び1978年宮城

県沖地震（Ｍ7.4）が諸井他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積比12.5％

相当の地震モーメントと短周期レベルの関係をそれぞれ1.3倍及び

1.4倍上回っていることから，割増率として1.4倍を考慮した。一方，

ＳＭＧＡ３～７については，敷地から遠く影響が小さいため，諸井

他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積比12.5％相当の短周期レベルに設

定する。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケース一覧を第5.6－2表に，基本モデルの断層

モデル及び断層パラメータを第5.6－13図及び第5.6－3表に示す。ま

た，断層モデルのパラメータの設定フローを第5.6－14図に示す。 

ここで，2011年東北地方太平洋沖地震については，各種の震源モ

デルが提案されていることから，これらと比較することで「2011年

東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルで設定したＳ

ＭＧＡ面積，短周期レベル及びＳＭＧＡ面積比の妥当性について確

認する。「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モ

デルと，田島他（2013）(63)が取りまとめた各種震源モデルを比較し

た結果，基本モデルのＳＭＧＡ面積，短周期レベルは第5.6－4表(a)
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に示すように，各種震源モデルを概ね上回る値となっており，過小

な設定とはなっていない。また，諸井他（2013）(52)に示されている

ＳＭＧＡ面積比を変えた場合のＳＭＧＡの短周期レベルと，ＳＭＧＡ

面積比を12.5%としている「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた

地震」の基本モデルのＳＭＧＡの短周期レベルを比較した結果，第

5.6－4表(b)に示すように，敷地に近く影響が大きいＳＭＧＡ１及び

ＳＭＧＡ２の短周期レベルは，諸井他（2013）の検討におけるＳ

ＭＧＡの短周期レベルの最大値を上回っていることから，基本モデ

ルのＳＭＧＡ面積比は過小な設定とはなっていない。 

「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルと，

内閣府（2020・2022）(88)(89)に示されているモデルの内，敷地に近く

影響が大きい日本海溝（三陸・日高沖）モデルを比較した結果，敷

地に最も近いＳＭＧＡの応力降下量，短周期レベルについては，第

5.6－4表(c)に示すように，「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえ

た地震」の基本モデルが日本海溝（三陸・日高沖）モデルを上回る

値となっており，過小な設定とはなっていない。 

 

5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

(1) 策定方法 

「震源を特定せず策定する地震動」は，震源と活断層を関連づけるこ

とが困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍における

観測記録を基に，各種の不確かさを考慮して敷地の地盤物性に応じた応

答スペクトルを設定して策定する。 

(2) 震源を特定せず策定する地震動の策定 

「震源を特定せず策定する地震動」については，次に示す方針により
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策定する。 

「震源を特定せず策定する地震動」の策定に当たっては，「全国共通に

考慮すべき地震動」及び「地域性を考慮する地震動」の２種類を検討対

象とする。 

「全国共通に考慮すべき地震動」の策定に当たっては，「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

別記２」に示された震源近傍における観測記録を基に得られた次の知見

をすべて用いる。 

・2004 年北海道留萌支庁南部地震において，防災科学研究所が運用す

る全国強震観測網の港町観測点における観測記録から推定された基

盤地震動。 

・震源近傍の多数の地震観測記録に基づいて策定された地震基盤相当

面における標準的な応答スペクトル（以下「標準応答スペクトル」

という。）。標準応答スペクトルのコントロール・ポイントの値を第

5.6－13 表に示す。 

「地域性を考慮する地震動」の策定に当たっては，事前に活断層の存

在が指摘されていなかった地域において発生し，地表付近に一部の痕跡

が確認された「2008 年岩手・宮城内陸地震」及び「2000 年鳥取県西部地

震」について，震源近傍における観測記録を用いる。検討対象地震を第

5.6－14 表に示す。 

ａ．全国共通に考慮すべき地震動 

(a) 2004年北海道留萌支庁南部地震 

2004年北海道留萌支庁南部地震については，震源近傍のK-NET港町

観測点において，佐藤他（2013）(82)が詳細な地盤調査に基づいて基

盤地震動の推定を行っており，信頼性の高い基盤地震動が得られて
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いる。この基盤地震動に保守性を考慮し，震源を特定せず策定する

地震動として「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」を採

用する。 

(b) 標準応答スペクトルを考慮した地震動 

第5.6－13表に示した標準応答スペクトルに適合する模擬地震波

を作成し，この模擬地震波を地震基盤相当面（地盤構造モデルの地

震基盤面。Vs=3150m/sである標高－1700mの位置）に入力し，解放基

盤表面における地震動（以下「標準応答スペクトルを考慮した地震

動」という。）を設定する。なお，地盤構造モデルは，統計的グリ

ーン関数法による地震動評価で用いる地盤構造モデルとする。 

地震基盤相当面における模擬地震波は，一様乱数位相を用いた正

弦波の重ね合わせによる模擬地震波と，2011年5月3日に発生した下

北半島の地震の敷地における実観測記録の位相を用いた模擬地震波

とする。ここで，一様乱数位相を用いた模擬地震波の継続時間と振

幅包絡線は，Noda et al.（2002）(37)に基づき第5.6－31図の形状と

し，振幅包絡線の経時的変化を第5.6－15表に示す。地震基盤相当面

における模擬地震波の作成結果を第5.6－16表に，標準応答スペクト

ルに対する模擬地震波の応答スペクトル比を第5.6－32図に，時刻歴

波形を第5.6－33図に示す。設定した標準応答スペクトルを考慮した

地震動の応答スペクトルを第5.6－34図に示す。 

解放基盤表面における一様乱数位相を用いた模擬地震波と実観測

記録の位相を用いた模擬地震波との比較結果を第5.6－35図に示す。

これより，実観測記録の位相を用いた模擬地震波より一様乱数位相

を用いた模擬地震波のほうが，解放基盤表面における最大加速度が

大きく，金属キャスク固有周期での応答スペクトルが大きいことか
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ら，一様乱数位相を用いた模擬地震波を選定する。 

ｂ．地域性を考慮する地震動 

第5.6－13表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5程度以上の2008年

岩手・宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地周辺と

の地域差を検討し，観測記録収集対象の要否について検討を行う。 

(a)  2008年岩手・宮城内陸地震 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域近傍は，主に新第三紀以降の

火山岩類及び堆積岩類が広く分布し，断続的な褶曲構造が認められ，

東西圧縮応力による逆断層により脊梁山脈を成長させている地域で

ある。さらに，火山フロントに位置し，火山噴出物に広く覆われて

おり断層変位基準となる段丘面の分布が限られている。 

また，産業技術総合研究所（2009）(79)によるひずみ集中帯分布図

によれば，震源近傍は，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域内

にある。 

一方，敷地周辺では，断層変位基準となる海成段丘面が広く分布

していること，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置し

ていること等，震源域近傍との地域差は認められる。しかしながら，

敷地周辺では震源域と同様に東西圧縮応力による逆断層が分布して

いることや，新第三系火山岩類及び堆積岩類の分布が認められるこ

となど一部で類似点も認められる。 

以上より，更なる安全性向上の観点から，より保守的に2008年岩

手・宮城内陸地震を観測記録収集対象として選定する。 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源近傍の地震観測記録を収集し，

その地震動レベル及び地盤増幅特性を評価する。その結果，地盤の

非線形性や特異な増幅特性が無く，基盤地震動を算定する地盤構造
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モデルについて，観測記録の伝達関数を再現できることを確認した

栗駒ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点，KiK-net一関東観測

点，KiK-net花巻南観測点及びK-NET一関観測点の観測記録を信頼性

の高い基盤地震動が評価可能な観測記録として選定する。なお，KiK-

net一関東観測点については，鉛直方向の観測記録の伝達関数を再現

できていないことから，信頼性の高い基盤地震動の評価は困難と判

断し，水平方向のみ基盤地震動が適切に評価可能な観測記録として

選定する。 

選定した５つの観測記録の中で，大きな基盤地震動として，栗駒

ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点及びKiK-net一関東観測点

（水平方向のみ）を，震源を特定せず策定する地震動に考慮する基

盤地震動として選定する。 

基盤地震動として選定した各観測点位置のＳ波速度は，栗駒ダム

で700m/s以上，KiK-net金ヶ崎観測点で540m/s，KiK-net一関東観測

点で680m/sといずれの観測点も敷地の解放基盤表面のＳ波速度と同

等あるいは低い値となっていることから，地盤のＳ波速度による補

正を行わないこととする。 

以上より，栗駒ダム（右岸地山），KiK-net金ヶ崎観測点及びKiK-

net一関東観測点（水平方向のみ）の基盤地震動に保守性を考慮し，

震源を特定せず策定する地震動として，「2008年岩手・宮城内陸地

震（栗駒ダム[右岸地山］）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-

net金ヶ崎）」及び「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」

を採用する。 

(b)  2000年鳥取県西部地震 

2000年鳥取県西部地震は，西北西－東南東の圧縮応力による横ず
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れ断層の地震とされている。岡田（2002）(80)によれば，文献では震

源域周辺に活断層は記載されておらず，活断層発達過程でみると，

初期の発達段階を示し，断層破砕帯幅も狭く未成熟な状態とみなさ

れている。井上他（2002）(81)によれば，新第三紀中新世に貫入した

安山岩～玄武岩質の岩脈が頻繁に分布しており，貫入方向が震源断

層に平行であることが示されている。 

一方，敷地周辺は，東西圧縮応力による逆断層が認められる地域

であり，断層変位基準となる海成段丘面が広く認められる地域である。 

以上より，2000年鳥取県西部地震震源域と敷地周辺地域とは活断

層の特徴，地質・地質構造等に地域差が認められると判断されるこ

とから，2000年鳥取県西部地震は観測記録収集対象外とする。 

ｃ．震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

震源を特定せず策定する地震動として採用した「2008年岩手・宮城

内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-

net金ヶ崎）」，「2008年岩手・宮城内陸地震（KiK-net一関東）」，

「2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）」，「標準応答スペク

トルを考慮した地震動」の応答スペクトルを第5.6－36図に示す。 

 

5.6.3 基準地震動の策定 

「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「5.6.2 震

源を特定せず策定する地震動」の評価結果に基づき，敷地の解放基盤表面

における水平方向及び鉛直方向の地震動として，基準地震動を策定する。 

(1) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動 

ａ．応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動として Ss－A を設定
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する。基準地震動 Ss－A は，設計用応答スペクトルに適合する設計用

模擬地震波で表すものとする。 

(a)  設計用応答スペクトル 

 「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」において応

答スペクトルに基づく手法により評価した検討用地震による地震動

の応答スペクトル及び不確かさを考慮した応答スペクトルを第 5.6－37

図に示す。これら全ての応答スペクトルを包絡して策定した水平方

向の設計用応答スペクトル Ss－AH 及び鉛直方向の設計用応答スペ

クトル Ss－AV を第 5.6－37 図に併せて示す。 

 設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV のコントロール・ポイント

の値を第 5.6－17 表に示す。 

(b)  設計用模擬地震波 

基準地震動 Ss－A は，設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV で表すも

のとする。 

設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV は，それぞれの応答スペクトル

に適合するように地震動の振幅包絡線の経時的変化に基づいて，正

弦波の重ね合わせによって作成する。これらの設計用模擬地震波の

継続時間と振幅包絡線は，Noda et al.（2002）に基づき第 5.6－38

図の形状とし，振幅包絡線の経時的変化を第 5.6－18 表に示す。 

設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の作成結果を第 5.6－19 表に，

設計用応答スペクトルに対する設計用模擬地震波の応答スペクトル

の比を第 5.6－39 図に示す。 

以上により策定した設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の加速度

時刻歴波形を第 5.6－40 図に，最大加速度振幅値を第 5.6－20 表に

示す。 
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ｂ．断層モデルを用いた手法による基準地震動 

「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」において断層

モデルを用いた手法により評価した検討用地震による地震動の応答ス

ペクトル及び不確かさを考慮した応答スペクトルと上記 a.で設定し

た設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV との比較を第 5.6－41 図に

示す。 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果は，設計用応答スペ

クトル Ss－AH，Ss－AV を全ての周期帯において下回る。このため，断

層モデルを用いた手法による基準地震動は，応答スペクトルに基づく

手法で設定した基準地震動 Ss－A で代表させる。 

(2)  震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 

震源を特定せず策定する地震動と基準地震動 Ss－A の設計用応答スペ

クトル Ss－AH，Ss－AV との比較を第 5.6－42 図に示す。第 5.6－20 表に

示す５波が基準地震動 Ss－A の設計用応答スペクトルを一部周期帯で上

回ることから，「2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町）」を基準

地震動 Ss－B1，「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」を

Ss－B2，「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」を Ss－B3，「2008

年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」を Ss－B4（水平方向のみ）及

び「標準応答スペクトルを考慮した地震動」を Ss－B5 として設定する。

その応答スペクトルを第 5.6－43 図に，加速度時刻歴波形を第 5.6－44

図に示す。 

 

5.6.4 基準地震動の超過確率 

日本原子力学会（2007）(83)に基づいて算定した敷地における地震動の一

様ハザードスペクトルと基準地震動の応答スペクトルを比較する。 
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震源については，地震発生様式ごとに，「特定震源モデルに基づく評価」

及び「領域震源モデルに基づく評価」に分けて考慮することとし，確率論

的地震ハザードに大きな影響を及ぼす認識論的不確かさを選定し，ロジッ

クツリーを作成する。 

ロジックツリーは，地震調査研究推進本部（2013）(84)の考え方に基づき

作成する。 

地震調査研究推進本部（2013）では，「領域震源モデルに基づく評価」に

用いる各領域の地震規模の設定に当たり，「モデル１」及び「モデル２」の

２つの考え方を示しており，「モデル２」においては，地震規模が確率論的

地震ハザード評価に与える影響を検討するために，各領域に「モデル１」

より大きな地震規模を用いている。敷地での確率論的地震ハザード評価に

おける「領域震源モデルに基づく評価」では，「モデル１」に加え「モデル

２」についてもロジックツリーの分岐として考慮する。 

設定したロジックツリーを第5.6－45図に示す。また，特定震源モデルの

うち，断層による地震において評価対象とする活断層の諸元を第5.6－21表

に，領域震源におけるロジックツリーの分岐ごとの最大地震規模を第5.6－22

表に示す。 

なお，プレート間地震及び海洋プレート内地震の長期評価に関する地震

調査委員会（2019）(86)の知見があるが，本知見における地震規模及び発生

間隔は，敷地での確率論的地震ハザード評価における設定と同等もしくは

包絡されるものであることから，敷地での確率論的地震ハザード評価に影

響はない。 

基準地震動Ss－Aの応答スペクトルと年超過確率ごとの一様ハザードス

ペクトルの比較を第5.6－46図に示す。基準地震動Ss－Aの年超過確率は，

10-4～10-5程度である。 
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また，「震源を特定せず策定する地震動」に基づき設定した基準地震動Ss－

B1～Ss－B5 の応答スペクトルと内陸地殻内地震の領域震源による一様ハ

ザードスペクトルの比較を第 5.6－47 図に示す。基準地震動 Ss－B1～Ss－

B5 の年超過確率は，10-4～10-5程度である。 
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第 5.6－4 表 2011 年東北地方太平洋沖地震の各種震源モデルと「2011 年東北地方 

  太平洋沖地震を踏まえた地震」（基本モデル）とのパラメータの比較 

 

（ａ）田島他（2013）（63）が取りまとめた各種震源モデルとの比較 

 
ＳＭＧＡ 

総面積（km2） 

ＳＭＧＡ全体の 
短周期レベル 
（Nm/s2） 

【参考】 
ＳＭＧＡの応力降下量 

（MPa） 

田島他 
（2013）（63）による

取りまとめ 

Kurahashi and  
Irikura（2013）（64） 

5628 1.74×1020 21.44（※） 

Asano and  
Iwata（2012）（65） 

5042 1.67×1020 18.95（※） 

佐藤（2012）（66） 11475 3.51×1020 28.82（※） 

川辺・釜江 
（2013）（67） 

6300 1.74×1020 18.26（※） 

平均値 6730 2.05×1020 － 

2011 年東北地方太平洋沖地震を踏ま
えた地震（基本モデル） 

12500 3.49×1020 

34.5 
（ＳＭＧＡ１，２） 

24.6 
（ＳＭＧＡ３～７） 

［田島他（2013）（63）より抜粋・一部加筆］ 

※：文献に記載されている各ＳＭＧＡの応力降下量を単純平均して算出。 

 

（ｂ）ＳＭＧＡ面積比を変えた場合の諸井他（2013）（52）の震源モデルとの比較 

 
ＳＭＧＡ 

面積比（※１） 
ＳＭＧＡ１個の 
面積（km2） 

ＳＭＧＡ１個の 
短周期レベル 
（Nm/s2） 

諸井他（2013）（52） 

0.080 
1600（※２） 
（40km×40km） 

1.66×1020（※３） 

0.125 
2500 

（50km×50km） 
1.33×1020 

0.180 
3600（※２） 
（60km×60km） 

1.11×1020（※３） 

0.245 
4900（※２） 
（70km×70km） 

9.49×1019（※３） 

2011 年東北地方太平洋沖地震を
踏まえた地震（基本モデル） 

ＳＭＧＡ１，２ 
0.125 

2500 
（50km×50km） 

1.86×1020 

※１：断層全体の面積（100000km2）に対するＳＭＧＡ総面積の割合。 

※２：断層全体の面積及びＳＭＧＡ面積比から算出されるＳＭＧＡ総面積を，諸井他（2013）（52）の震

源モデルにおけるＳＭＧＡの個数（５個）で等分して算出。 

※３：※2 で算出したＳＭＧＡ１個の面積及び諸井他（2013）(52)に示される断層パラメータを用いて，

地震調査研究推進本部（2017）(59)の式により算出。 
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（ｃ）内閣府（2020・2022）(88)(89)の日本海溝（三陸・日高沖）モデルとの比較 

 
ＳＭＧＡ1 個の 

地震モーメント（※） 
（Nm） 

ＳＭＧＡ1 個の 
面積（※） 
（km2） 

ＳＭＧＡ1 個の 
応力降下量（※） 

(MPa) 

ＳＭＧＡ1 個の 
短周期レベル（※） 

(Nm/s2) 

内閣府（2020・
2022）(88)(89) 

1.8×1021 2746.6 30.0 1.70×1020 

2011 年東北地方
太平洋沖地震を
踏まえた地震 
（基本モデル） 

2.0×1021 2500 34.5 1.86×1020 

※：敷地に最も近いＳＭＧＡの値 
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第 5.6－13 表 標準応答スペクトルのコントロール・ポイント 

 

標準応答 
スペクトル 

 
コントロール・ポイント 

A B C D E 

水平方向 

周期 
(s) 

0.02 0.03 0.04 0.06 0.09 

速度 
(cm/s) 

1.910 3.500 6.300 12.000 20.000 

鉛直方向 

周期 
(s) 

0.02 0.03 0.04 0.06 0.09 

速度 
(cm/s) 

1.273 2.500 4.400 7.800 13.000 

 

標準応答 
スペクトル 

 
コントロール・ポイント  

F G H I  

水平方向 

周期 
(s) 

0.15 0.30 0.60 5.00  

速度 
(cm/s) 

31.000 43.000 60.000 60.000  

鉛直方向 

周期 
(s) 

0.15 0.30 0.60 5.00  

速度 
(cm/s) 

19.000 26.000 35.000 35.000  

 

 

 

 

 

 

 

擬似速度応答スペクトル 
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第 5.6－14 表 検討対象地震 

 

No. 地震名 日時 
モーメント 

マグニチュード 
ＭW 

1 2008 年岩手・宮城内陸地震 2008/ 6/14, 8:43 6.9 

2 2000 年鳥取県西部地震 2000/10/ 6,13:30 6.6 
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第 5.6－15 表 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における 

模擬地震波の振幅包絡線の経時的変化 

 

標準応答スペクトル 
マグニチ
ュード 
Ｍ 

等価震源
距離 

Xeq（km） 

継続時間 
（s） 

振幅包絡線の経時的変化（s） 

Ｔb Ｔc Ｔd 

水平方向 
鉛直方向 

7.0 10 29.80 3.72 16.31 29.80 
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第 5.6－16 表 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における 

模擬地震波の作成結果 

 

標準応答 
スペクトル 

最大加速度 
振幅値 
(cm/s2) 

ＳI比 

応答スペクトル比 

平均値 最小値 標準偏差 

水平方向 600 1.04 1.02 0.92 0.03 

鉛直方向 400 1.01 1.01 0.86 0.03 

 

 

 




5.2

1.0

5.2

1.0

)(

)(

dtTvS

dtTSv
SI比  

 

IS  ：応答スペクトル強さ 

)(TSv ：設計用模擬地震波の擬似速度応答スペクトル（cm/s） 

)(TvS ：目標とする設計用応答スペクトル（cm/s） 

T   ：固有周期（s） 
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第 5.6－20 表 基準地震動 Ss－A及び Ss－B1～Ss－B5 

 

基準地震動 

最大加速度振幅値（cm/s2） 

水平方向 1（H1） 水平方向 2（H2） 鉛直方向（V） 

Ss－A 
敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に

基づく基準地震動 
600 400 

Ss－B1 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 620 320 

Ss－B2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム右岸地山） 450 490 320 

Ss－B3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 430 400 300 

Ss－B4 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） 540 500 － 

Ss－B5 標準応答スペクトルを考慮した地震動 697 442 
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第 5.6－31 図 継続時間及び振幅包絡線の経時的変化 

          （標準応答スペクトルに基づく模擬地震波） 
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(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

 

 

第 5.6－32 図 標準応答スペクトルに対する 

模擬地震波の応答スペクトル比 
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(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

 

 

第 5.6－33 図 標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面における 

模擬地震波の時刻歴波形 
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第 5.6－34 図(1) 標準応答スペクトルを考慮した地震動の 

応答スペクトル（水平方向） 
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第 5.6－34 図(2) 標準応答スペクトルを考慮した地震動の 

応答スペクトル（鉛直方向） 
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   （金属キャスク固有周期：0.08 秒（水平，1 次），0.023 秒（鉛直，2 次）） 

 

第 5.6－35 図(1) 解放基盤表面における模擬地震波の応答スペクトルの比較 

（NS 方向） 

基準地震動 Ss－AH 
一様乱数位相を用いた模擬地震波 
実観測記録の位相を用いた模擬地震波 

0.08 
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   （金属キャスク固有周期：0.08 秒（水平，1 次），0.023 秒（鉛直，2 次）） 

 

第 5.6－35 図(2) 解放基盤表面における模擬地震波の応答スペクトルの比較 

（EW 方向） 
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   （金属キャスク固有周期：0.08 秒（水平，1 次），0.023 秒（鉛直，2 次）） 

 

第 5.6－35 図(3) 解放基盤表面における模擬地震波の応答スペクトルの比較 

（UD 方向） 

基準地震動 Ss－AV 
一様乱数位相を用いた模擬地震波 
実観測記録の位相を用いた模擬地震波 

0.023 
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第 5.6－36 図(1) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（水平方向） 

 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） ダム軸方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 上下流方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） EW 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） EW 方向 

標準応答スペクトルを考慮した地震動 水平方向 
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第 5.6－36 図(2) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（鉛直方向） 

 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） UD 方向 

標準応答スペクトルを考慮した地震動 鉛直方向 



4－5－39 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期（s）

速
 
度
 

(cm/s)

Ss-1H×1.333.waz

Res_【620Gal】20140310留萌GL-41mはぎとり(減衰3%)_EW.waz

Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_Y.waz

Res_Ss-3-1a30　栗駒右岸地山a30_X.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_NS.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_EW.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_NS.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_EW.waz

Res_解放基盤波_水平_7796.waz

(h=0.05)

 

 

第 5.6－42 図(1) 震源を特定せず策定する地震動と 

基準地震動 Ss－A の比較（水平方向） 

 

基準地震動 Ss－AH 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） ダム軸方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 上下流方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） EW 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） EW 方向 

標準応答スペクトルを考慮した地震動 水平方向 
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第 5.6－42 図(2) 震源を特定せず策定する地震動と 

基準地震動 Ss－A の比較（鉛直方向） 

 

基準地震動 Ss－AV 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） UD 方向 

標準応答スペクトルを考慮した地震動 鉛直方向 
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第 5.6－43 図(1) 基準地震動 Ss－A 及び 

基準地震動 Ss－B1～Ss－B5（水平方向） 
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Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_NS.waz

Res_Ss-3-2a30　金ヶ崎a30_EW.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_NS.waz

Res_Ss-3-3a30　一関東a30（UD追加2）_EW.waz

Res_解放基盤波_水平_7796.waz

(h=0.05)

基準地震動 Ss－AH 

基準地震動 Ss－B1 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

基準地震動 Ss－B2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 水平方向 2 

基準地震動 Ss－B3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 水平方向 2 

基準地震動 Ss－B4 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B4 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） 水平方向 2 

基準地震動 Ss－B5 標準応答スペクトルを考慮した地震動 水平方向 
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第 5.6－43 図(2) 基準地震動 Ss－A 及び 

基準地震動 Ss－B1～Ss－B5（鉛直方向） 
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(h=0.05)

基準地震動 Ss－AV 

基準地震動 Ss－B1 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B5 標準応答スペクトルを考慮した地震動 鉛直方向 
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第 5.6－44 図(5) 基準地震動 Ss－B5 の時刻歴波形 
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第 5.6－47 図(1) 基準地震動 Ss－B1～Ss－B5 と一様ハザード 

スペクトルの比較（水平方向） 
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一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
基準地震動 Ss－B（B1～B5） 
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第 5.6－47 図(2) 基準地震動 Ss－B1～Ss－B5 と一様ハザード 

スペクトルの比較（鉛直方向） 
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一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
基準地震動 Ss－B（B1～B5） 
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6. 津波 

6.2 青森県による津波想定 

 青森県では，平成 24 年，平成 25 年及び平成 27 年に津波想定を公表（以

下「青森県津波想定（平成 27 年）」という。）している。このうち敷地が含

まれる大間崎から尻屋崎については，青森県（2015）(1)によると，太平洋

側で発生する Mw9.0 クラスの海溝型地震の影響が最も大きいとされている。

この地震による津波波源モデルは，三陸沖北部の地震と明治三陸タイプの

地震を網羅する領域が連動するものとして青森県が独自に設定したもの

である（第 6.2－1 図）。この津波波源モデルによる敷地付近の津波浸水予

測図を第 6.2－2 図に，海岸線上での津波水位を第 6.2－3 図に示す。これ

によると，敷地前面海域での津波高は T.P.＋10ｍを下回るが，敷地より東

側の東通村の海域では最大で T.P.＋11.5ｍとなっている。 

 また，地震調査委員会（2019）(2)において，超巨大地震（東北地方太平

洋沖型）の知見があるが，下北半島前面となる三陸沖北部の領域を震源域

に考慮し，同領域に大すべり域及び超大すべり域を設定している青森県に

よる津波想定の方が敷地への影響は大きいと考えられる。 

 なお，青森県では，内閣府（2020）(35)における日本海溝・千島海溝沿い

の巨大地震モデルの知見を踏まえ，内容を見直した津波想定を令和３年に

公表（青森県（2021）(36)）している。この津波波源モデルによる敷地付近

の津波浸水予測図を第 6.2－4 図に，海岸線上での津波水位を第 6.2－5 図

に示す。これによると，敷地前面海域での津波高は T.P.＋13.4ｍとなって

いる。 

 

  

別紙２ 
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6.5 仮想的大規模津波の設定 

 敷地周辺の津波に関する客観的な知見である青森県津波想定（平成 27 年）

は，文献調査結果及び津波堆積物調査結果から十分な保守性を有すること

が確認された。 

 これにさらなる保守性をもたせた仮想的大規模津波としては，青森県津

波想定（平成 27 年）における敷地前面及び敷地周辺の最大津波高さで

ある T.P.＋11.5ｍの２倍とし，T.P.＋23ｍとした。なお，このときの浸水

深は，使用済燃料貯蔵建屋の設置地盤高がT.P.＋16ｍであることから，一様

に７ｍとなる。 

 また，仮想的大規模津波（T.P.＋23ｍ）が十分に保守的であることを異

なる視点から確認するため，東北地方太平洋沖地震の特性化波源モデルの

知見を参考に設定した波源モデルのすべり量をどの程度大きくすると 23m

程度の津波となるのか算定したところ，すべり量を 2.4 倍～2.5 倍とする

ことで，施設設置盤と使用済燃料貯蔵建屋周りの水位がほぼ 23m となった。

このすべり量は，既往の巨大地震及び将来予測のモデルのすべり量の２～

３倍となっており，これからも仮想的大規模津波は十分に保守的であると

言える。これらの諸元の比較を第 6.5－1 表に示す。 

 なお，仮想的大規模津波の津波高さである T.P.＋23ｍは，青森県（2021）

(36)を踏まえても十分に保守的であるといえる。また，内閣府（2020）(35)及

び青森県（2021）(36)が公表された後，内閣府（2022）(37)が公表されたが，

仮想的大規模津波が十分に保守的であるという評価に影響はない。 
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青森県（2021）(36)       

第6.2－4図 青森県による津波浸水予測図 
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青森県（2021）(36)  

第6.2－5図 青森県による海岸線上での津波水位 

 




